指定ＮＰＯ法人へ寄附をされた方へ
　

　個人の方が指定ＮＰＯ法人へ寄附をされた場合、次により個人県民税の寄附金税額控除を受けることができます。寄附金受領証明書は大切に保管してください。
１　控除を受けることができる方　

　　指定ＮＰＯ法人へ寄附をした個人の方で、寄附をした翌年の１月１日現在、埼玉県に住所を有す　　る方。

２　控除額　
　　（寄付金額－２千円）×４％　　
　　　　※同じ寄附金が市町村でも指定されている場合は、市町村民税分の６％と合わせて
　　　　　１０％が控除されます。

　　　　※控除対象となる寄附金額の上限は、総所得金額、退職所得金額、山林所得金額の合　　　　　　計額の３０％相当額となります（県税条例第２５条の２）。

　　　　※さいたま市にお住まいの方の控除額は（寄付金額－２千円）×２％

　　　　　(平成29年1月1日～)
３　控除の手続きについて　
（１）市町村への申告

　　・寄付をした翌年の１月１日現在にお住まいの市町村へ寄附金控除の申告をしてください。

　　・確定申告では控除を受けることはできません。

　　　※指定ＮＰＯ法人への寄附金控除は所得税が対象になっていないためです。

　　　　ただし、指定ＮＰＯ法人が認定ＮＰＯ法人でもある場合は確定申告で控除ができます。

（２）申告に必要な書類

　　・寄附金受領証明書（指定ＮＰＯ法人が発行したもの）

４　寄附をした方が転居した場合の扱い　
　※寄附をした翌年の１月1日までの転居に限ります。

（１）埼玉県外へ転出した場合

　　　　寄附金控除を受けられなくなります（その指定ＮＰＯ法人が転出先の都道府県でも指定　　　　を受けている場合を除きます）。

（２）埼玉県内へ転入した場合

　　　　転居前の住所地の都道府県がＮＰＯ法人を指定していなくても、埼玉県で指定していれ　　　　ば控除を受けることができます。

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　お問い合わせ

　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県庁　税務課　課税担当（寄附金税制担当）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　０４８－８３０－２６６４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　〒330－9301　さいたま市浦和区高砂3－15－1

